
資料６

今後のスケジュール（案）

平成18年（2006年）

9月25日（月） 第１回航空分科会

15:00～17:00 ○ 航空政策の現状について

○ 航空政策のあり方を巡る諸課題・論点について

11月 1日（水） 第２回航空分科会

15:00～17:00 ○ 今後の航空政策のあり方に関する関係者からのヒアリング①

・ 空港会社

11月29日（水） 第３回航空分科会

15:00～17:30 ○ 今後の航空政策のあり方に関する関係者からのヒアリング②

・ 航空会社

12月15日（金） 第４回航空分科会

10:00～12:00 ○ 今後の航空政策のあり方に関する関係者からのヒアリング③

・ 航空利用者－航空・空港を活用した取り組み－物流関係企

業、人流関係企業、地方自治体等

平成19年（2007年）

１月中旬 第５回航空分科会

○ 需要予測について（試算）

○ 首都圏における空港のあり方について

２月中旬 第６回航空分科会

○ 関西圏における空港のあり方について

○ 中部圏、その他地域における空港のあり方について

３月中旬 第７回航空分科会

○ 航空保安施設のあり方について

４月中旬 第８回航空分科会

○ 空港・航空管制の運営・利活用のあり方について

○ 維持管理・更新、安全・安心対策のあり方について

５月中旬 第９回航空分科会

○ 需要予測について

○ アウトカム指標について

○ 交通政策審議会航空分科会とりまとめ（素案）について

６月中旬 第10回航空分科会

○ 交通政策審議会航空分科会とりまとめ（案）について



ヒアリング事項（案）

１１月１日（水）第２回航空分科会

○空港会社からのヒアリング事項

・今後の空港機能の強化について

・内外の空港間における競争について

・会社経営の現状及び今後の戦略について

・完全民営化に向けた取り組みについて

・航空分科会の審議に対する要望について

・その他

１１月２９日（水）第３回航空分科会

○航空会社からのヒアリング事項

・会社経営の現状及び今後の戦略について

・今後の路線展開について

・今後の機材構成・投入計画について

・空港・航空保安施設の整備に対する要望について

・空港・航空保安施設の運用及び運営に対する要望について

・その他

１２月１５日（金）第４回航空分科会

○物流関係企業からのヒアリング事項

・会社の物流ネットワークの現状及び今後の見通しについて

・東アジアをはじめとする国際物流の進展に対する見通しについて

・航空及び空港を利用するに際し重視するポイントについて

・航空及び空港に関係する要望について

・その他

○人流関係企業からのヒアリング事項

・内外の観光・ビジネス需要の動向及び今後の見通しについて

・航空及び空港を利用するに際し重視するポイントについて

・航空及び空港に関係する要望について

・その他

○地方公共団体からのヒアリング事項

・空港の地域における役割について

・空港の利用及び活用の促進に向けた取り組みについて

・航空及び空港に関係する要望について

・その他



計画部会・基本問題小委員会 各分科会 全国計画 広域地方計画
平成１７年

６月 ・基本問題小委員会において議論開始

９月 ・国土審議会に計画部会設置 ・国土審議会に圏域部会設置

平成１８年

前半
国土審議会報告とりまとめ

７月頃
・７月２４日
計画部会において、次期重点計画に向け
た「検討方向」を示す

・８月７日
計画部会（重点       計画）の「検討
方向」を報告

・７月４日
広域地方計画        区域を定める政
令の制定

９月以降

・基本問題小委員会において、事業分野
横断的な検討
・地方ブロックごとの整備方針等の枠組み
についての検討

・（秋頃）
　計画部会中間とりまとめ

平成１９年

１～６月
・各分科会等からの検討状況報告（適宜）
・基本問題小委員会において、事業分野
横断的な検討

６月まで
・各分科会等「とりまとめ」「中間とりま
とめ」

・（年中頃まで目途）
　全国計画閣議決定

・広域地方計画協議会での検討の本
格化

７月頃

・各分科会等「中間とりまとめ」及び基本問
題小委員会での議論を踏まえ、計画部会
において、次期重点計画に向けた「中間と
りまとめ」

８月 ・平成２０年度予算概算要求

１２月 ・平成２０年度政府予算案内示
平成２０年

１月以降
・計画の策定について、国土交通大臣より
審議会長へ付議

１～６月
・重点計画原案作成
・パブリックコメント等

・各分科会等「最終とりまとめ」
・（全国計画策定後、１年後）
　広域地方計画の決定

７月頃
・「とりまとめ」（両審議会長より国土交通大
臣へ意見（回答））
・閣議決定

国土形成計画

国土形成計画・次期社会資本整備重点計画の策定に向けたスケジュール

時期
社会資本整備重点計画

道路分科会、河川分科会、都市計画・
歴史的風土分科会、航空分科会、港湾
分科会等

閣議決定に向けた
検討

計画内容の検討

計画策定準備

地方区分のあり方
検討

・各分科会等において議論開始
　（一部分科会は開始済）
・運営方針のすり合わせ

参
考


